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関税改革と厚生

阿　部　顕　三

　１ ．はじめに

　ガ ットにおけるケネデ ィー・ ラウンド，東京ラウンドを通じて，先進国にお

ける関税の水準は全体的に非常に低い水準まで引き下げられてきた。そして ，

各国の保護政策は，関税政策からいわゆる非関税障壁に中心が移ってきたと言

われている。しかしながら，すべての関税が撤廃されたわけではなく ，特定の

品目については未だに関税や補助金が課せられており ，その改革をめぐっ て議

論が続くと思われる 。

　さて，　般的に，関税や補助金を引き下げることか望ましいという考え方は ，

「自由貿易は効率的な資源配分を達成する」と言う考え方に基づいているよう

に思われる。しかし，セカンド ・ベストの理論が述べているように，すでに歪

みの存在する経済においてファースト ・ベストに近づげる政策は必ずしも正当

化され得ない。すなわち，関税が全くかかっていない状態が最善であるとして

も， すでにかかっている関税や補助金を引き下げることは必ずしも厚生を引き

上げないと言うことである。したが って，関税や補助金の引き下げを理論的に

正当化するためには，自由貿易の最適性を示すのではなく ，新たな理論の構築

が必要とされる 。

　小国における関税引き下げの厚生効果を　般均衡のフレームワークの中で分

析した初期の文献として ，Ｖａｎｅｋ（１９６４）やＢｅｒｔｒａｎｄ　ａｎｄ　Ｖａｎｅｋ（１９７１）な

とかある 。Ｂｅｒｔｒａｎｄ　ａｎｄ　Ｖａｎｅｋ（１９７１）は，小国において最局関税率の引き

下げか厚生を高めるための条件を見つけた。その条件とは，最局関税率の引き

下げによっ て， 他のすべての輸入が減り ，かつ，すべての輸出が増えるという

ものである。しかしながら，結果として出てくる輸入や輸出の変化を知ること

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６７）
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は容易ではない。事前に判定可能な条件のもとての厚生効果の分析は，双対性

の理論の発展に伴って可能にな った。Ｈａｔｔａ（１９７７）は，補償輸入需要の代替

性を仮定すれば最高関税率の引き下げが小国の厚生を引き上げることを示した
。

さらに，すべての関税の改革によっ ても厚生を引き上げることが出来るという

結論も導かれている 。Ｄｉｘｉｔ（１９７５）は，すべての関税の比例的引き下げが厚生

を引き上げることを示した。また，Ｆｕｋｕｓｈｍａ（１９７９）は，すへての関税と補

助金をある任意の水準に向けて比例的に変える政策かその国の厚生水準を引き

上げることを示している。そして ，Ｆａ１ｖｅｙ（１９８８）は，Ｈａｔｔａ（１９７７）や

Ｆｕｋｕｓｈｉｍａ（１９７９）の結論が数量制限の課せられている財が存在するときにも

依然として有効であることを示した 。

　これらの結果は，その国の国際的な商品の取引が世界市場での価格に影響を

与えないような小国を前提としているものであったか故に，国際的な関税の引

き下げの厚生効果を明らかにするには不十分であ った。そこで，Ｈａｔｔａ　ａｎｄ

Ｆｕｋｕｓｈｍａ（１９７９）においては，多数国モテルヘの拡張が試みられている。彼

らは，その論文の中で，国際的にみて最も高い輸入関税を引き下げること ，あ

るいは，すへての国の輸入関税を比例的に引き下げることは，世界の潜在的な

厚生水準を引き上げることを示した 。

　本論文の第一の目的は，これらの命題を出来る限り統一的な フレーム ・ワー

クのもとで解説することである。第二の目的は，多数国モデルにおいてある商

品に対する輸入関税と輸出補助金の国際的均一化が世界の厚生水準を引き上げ

ることを示すことである。第２節では，この論文で用いる双対性について述べ

る。 第３節で小国における関税改革の厚生効果が分析され，第４節で国際的な

関税改革の厚生効果が検討される。そして，第５節で我々の分析の意味と限界

について簡単に述べることにする 。

　２　ＧＮＰ関数と支出関数

　本節では，以下の分析で必要となるいくつかの双対性の概念について検討し
　　１）
ておく 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６８）
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　生産面てあるか，各産業において完全競争のもとて利潤最大化か行なわれて

いるものと仮定する。この時，ある国のＧＮＰ関数を次のように定義すること

ができる 。

　　　Ｇ（Ｐ）＝ｍａｘｌ〆ｏｌｏＥ１「

ここで，Ｐは国内価格ベクトル，ｏは生産ベクトル，そＬて ，１「 ぱ生産可能

性集合を表わす。このＧＮＰ関数は次のような性質を持つ 。

　　　Ｇ‘…６Ｇ／助Ｆｏ‘ 　６＝Ｏ，… れあるいはＧ。＝ｏ

　　　Ｇ（〃）＝４Ｇ（Ｐ）

　　　〆Ｇ〃ひ＞Ｏ

ここで，Ｇ。…（Ｇ、，…
Ｇ。）１

〃は任意のスカラー Ｇ〃はＧのヘッシアン 行

列， そして，ひは〃こ比例的ではないような任意のベクトルである。第一番

目の性質は，ＧＮＰ関数を価格て偏微分すれはその財の生産量になるというも

のてある。第二およぴ第二番目の性質は，それそれ，ＧＮＰ関数の一次同次性 ，

凸性を表わしている 。

　次に，需要面を考えよう 。一国の支出関数を次のように定義する 。

　　　Ｅ（Ｐ，〃）：ｍｍｌＰｌＣ１び（Ｃ）≧〃１

ここで，Ｃは消費ベクトル，び（Ｃ）はこの国の効用関数を表す。支出関数は ，

次のような性質を持つ 。

　　　Ｅ‘…６Ｅ／助Ｆｃ‘ 　６：１，… れあるいはＥｐ＝ｃ

　　　Ｅ（〃，〃）＝〃Ｅ（Ｐ，似）

　　　〆Ｅ〃ひ＜Ｏ

ここで，Ｅ。…（Ｅ１，…
Ｅ刎）！

Ｅ〃はＥのｐに関するヘッシアン行列である 。

第一番目の性質は，支出関数を価格で偏微分すればその財に対する補償需要に

なるというものである。第二，第三の性質は，それぞれ，支出関数の価格に関

する一次同次性，凹性を表わしている 。

　さらに，ＧＮＰ関数と支出関数を用いて，超過支出関数を定義しよう 。つま

り，

（６６９）
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　　　Ｓ（９，〃）…Ｅ（Ｐ，〃）一Ｇ（Ｐ）

と。Ｓ（ｇ，〃）を定義する。この時，ＩＳは国内価格と厚生水準か与えられたとき

の一国の超過支出を表わす。ＥとＧの性質から，Ｓは次のような性質を持つ 。

　　　 ．ＳＦ６Ｓ／６ＰＦｃｒｏ‘ 　ゴ：１，… 〃あるいはＳ。＝ｃ－ｏ

　　　Ｓ（〃，　〃）＝〃．Ｓ（９，　〃）

　　　〃■Ｓｐ９〃＜Ｏ

ここで，Ｓ。…（Ｓ１，…
。Ｓ ”）１

Ｓ〃はＳの〃こ関するヘッシアン行列を表わし

ている。第一番目の性質は，Ｓ。が補償された純輸入需要ベクトルであること

を示している 。

　３　小国における関税改革

　３ ・１輸出 ・輸入の変化と経済厚生

　まず，Ｂｅｒｔｒａｎｄ　ａｎｄ　Ｖａｎｅｋ（１９７１）による分析を整理しておこう
。

　消費者の効用関数は，前節と同様に

　　　〃＝ひ（ｃ）　　　　　　　　　　　　　　　　（３
．１）

で表わす。この時，消費者の効用最大化から次の条件が成り立つ 。

　　　蠣…６ひ／６ｃＦ松　　６＝１，２，… 〃　　　　　　　　（３
．２）

ここで，／は所得の限界効用を表わしている 。

　生産は完全競争 ・完全雇用のもとで行われていると仮定する。前節のＧＮＰ

関数を用いれば，供給ベクトルは次のように表わせる 。

　　　ｏ＝Ｇ。（Ｐ）　　　　　　　　　　　　　　　（３
．３）

Ｇの一次同次性から，〆ｄｏ＝〆Ｇ〃吻＝Ｏが成立することに注意する必要があ

る。

　従価税方式で関税がかかっているとすれぱ，国内の消費者や生産者が直面す

る国内価格と国際価格の関係は ，

　　　〆＝（ｅ＋こ）■Ｑ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３ ．４）

となる。ここで，ｅは単位ベクトル，ｚは関税率ベクトル，そしてＱはその

（６７０）
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対角要素か国際価格となるような対角ヘクトルてある 。

　さらに，貿易均衡においては，貿易収支が均衡している。つまり ，

　　　ｑ１（ｃ－ｏ）＝Ｏ　　　　　　　　　　　　　　　（３
．５）

が成立する。ここで，ｑは国際価格ベクトルである 。

　さて ，（３．１）を全微分し ，（３．２）と（３．４）を代入すると効用の変化分は次のよう

に表すことができる 。

　　　伽 ＝（ひ
、）１

ｄｃ＝ 切１ｄｃ＝ 畑１ｄｃ＋ポＱｄｃ）　　　　　　　（３
．６）

ここで，ひ。…（ぴ，び。，…
び冗）１

である。さらに ，（３．５）と（３．４）から

　　　ｑｌｄｃ＝ｑ１伽＝（ＰＬポＱ）ｄｏ＝一ポＱ伽　　　　　　　　　（３
．７）

を得る 。（３．７）を（３．６）に代入すると ，

　　　ｄ〃＝１ポＱ（ｄｃ－ｄ０）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３ ．８）

となる 。（３．５）からｑ１（ｄｃ－ｄｏ）＝Ｏとなるので，任意のスカラー７ からなるベ

クトル７…（７，７，…
７）１

に対して ，

　　　パＱ（ｄｃ－ｄｏ）＝Ｏ　　　　　　　　　　　　　　（３
．９）

が成立する 。（３．９）から（３．８）を引けば ，

　　　伽＝１（卜
７）１

Ｑ（ｄｃ－ｄｏ）　　　　　　　　　　　（３
．１０）

を得る 。

　初期の関税が次のような構造にた っていたとしよう 。

　　　な。＞な。≧Ｚ。≧…≧ら

つまり ，第１財に対して最も高い関税がかかっているとする。最高関税率の引

き下げは形式的に

　　　砒１＜Ｏかつ砒ゴ＝Ｏ　　ブ＝２，３，… 凧

と表すことができる。この時，（３．１０）において ７＝乙１と設定すると

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ｄＣ。一ｄ０。）／ｄ乙 １

　　　伽／ｄＺ １＝／（（乙。一Ｚ
１）ｑ

。，…
（ら一Ｚ １）ｑ 。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ｄＣ。一 伽。）／砒 １

を得る。したが って ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７１）
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　　　（ｄｃ。一 伽。）／ｄ乙１＞Ｏ　ブ：２，３
，… 〃

であれば，最高関税率の引き下げは厚生を引き上げる。これらの分析から，次

の命題を得る 。

　命題３－１［Ｂｅｒｔｒａｎｄ　ａｎｄ　Ｖａｎｅｋ（１９７１）］

　小国において，最高関税率の引き下げが他のすべての輸入を減らし，かつ ，

すべての輸出を増加させるようであれば，最高関税率の引き下げは厚生水準を

引き上げる 。

　この命題は，最高関税率の引き下げを実際に行ったのちに，他の輸入が減り ，

輸出が増えていれば厚生が上がるというものであり ，事前にこの条件が満たさ

れているか否かを判定することは　般的に困難である 。

　３ ・２　双対性の利用と小国における関税改革

　そこで，第２節で考察した双対性を用いて，小国において厚生を引き上げる

ような関税改革を考察してみよう 。貿易均衡においては，貿易収支が均衡して

いる。超過支出関数を用いれば，その条件は次のように表わすことが出来る 。

　　　ｑ ｌＳ。（Ｐ，〃）＝Ｏ　　　　　　　　　　　　　　　（３
．１１）

　国内価格は，世界価格に関税や補助金を上乗せしたものであるから ，（３
．４）

と同じように

　　　Ｐ■＝（ｅ＋な）■Ｑ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３ ．１２）

となる。そこで，（３．１２）式を（３．１１）式に代入すると ，次の式を得る 。

　　　ｑ■Ｓ〃（（ｅ＋乙）１ Ｑ， 〃）＝Ｏ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３ ．１３）

さて，小国において世界価格は所与であるのて，（３１３）式は一つの未知数 〃の

みを含んでいる。したが って ，（３．１３）から 〃はＺの関数として解くことができ

る。

　いま ，２で関税改革の段階を表し，乙（ｚ）を段階剛こおける関税構造を表わ

（６７２）
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すとしよう 。つまり ，

　　　ｚ：ｚ（ｚ）

この式を（３．１３）式に代入し似について解けぼ，〃はｚの関数として表わすこ

とが出来る。その式を ｚについて微分すれば

　　　伽／ｄ２＝Ｄ－ １１－ｑｌＳ
、、Ｑ（〃／ｄ２）１　　　　　　　　　（３ ．１４）

　　　１）１＝ｑ■Ｅ〃

となる。ここで，Ｅ〃…６Ｅ．／肋である。従 って，どの財も劣等財でないなら

ば， 明らかに１）１＞Ｏを得る 。

　ところで，Ｓ。のゼ ロ次同次性から

　　　〆Ｓ〃＝Ｏ

が成立する 。（３．１２）を用いて，この式を変形すると

　　　ｑｌＳ〃十ポＱＳ〃＝Ｏ

となる。一方，７ を任意のスカラー ７をその全ての要素が ７であるようなベ

クトルとすると ，

　　　（１＋ ７）ｑ
■。

Ｓ〃＝（ｅ＋ ７）■ＱＳ〃＝ｑ■Ｓ〃十〆ＱＳ〃

であるから ，

　　　ｑ■Ｓ〃＝（１＋７）一１（７一な）１ＱＳ〃

を得る。この式を（３．１４）式に代入すれぱ

　　　伽１ｄｚ＝ ゆ、（１＋ ・）〔一（ｒな）１ＱＳ
、。
Ｑ（砒／ｄｚ）１　　　　　（３ ．１５）

を得る 。（３．１５）は，小国における関税改革の厚生効果を分析するための基本方

程式である 。

３・ ３　最高関税率の引き下げ

　まず，最高関税率の引き下げの効果について考察してみよう 。　般性を失う

ことなく ，最初のん個の財に対して最も高い関税が課せられているものとし

よう 。つまり ，

　　　Ｚ１：な。＝…＝～＞な比。１ ≧… ≧ら

（６７３）
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と仮定しておこう 。この時，最局関税率の引き下げは，形式的に次のように現

わすことが出来る 。

　　　ｄら／ｄｚ＝一１　　　　６＝１ ，　２ ，　 …　 ，　た

　　　ｄら１ｄｚ＝０　　　６＝ん十１ ，… 〃

　そこで，７：Ｚ１として ，（３．１５）式にこれらの式を代入すれぱ ，

　　　ｄ〃／ｄｚ： ゆ１（１＋乙 １）１－１１〃
２■
Ｓ２〃１１　　　　　　　　　　　　　　　（３

．１６）

となる。ここで ，

　　　以１…（ｑ １， ｑ。，…
ｑ比）

　　　〃。…（（Ｚ、一～、１）ｑ比、１，…
（Ｚ１一乙。）ｑ 。）

Ｓ．１ はＳ〃の第ん十１行から第 〃行までの行と ，第１列から第ん列までの列か

ら構成されている行列を表わしている。８〃の第 乙行 ・第１列（ｚ≠１）の要素か

正であるときに第 ｚ財と第１財は ‘不ヅトの意味で代替的’であると言われる 。

最局関税率のかかっている財と他のすへての財か不ヅトの意味て代替的であれ

ば， Ｓ．１ のすべての要素は正である。また，以１＞Ｏ，以。＞Ｏであるから，我 々は

次の命題を得る 。

　命題３－２［Ｈａｔｔａ（１９７７）］

　小国において，輸出関税も輸出補助金もないとしよう 。この時，劣等財かな

く， かつ，最高の関税率か課せられている財と他の財か不ソトの意味で代替的

であれば，最も高い輸入関税率の引き下げはその国の厚生水準を引き上げる 。

　この命題では，補償需要関数やＧ１ＶＰ関数に対する条件が課せられているだ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
けであり ，これらは事前に判定可能なものである 。

３・ ４　関税の比例的引き下げ

次に，輸入関税を比例的に引き下げる政策の厚生効果について考察してみよ

う。 第１財から第仰財までが輸入されているものとし，輸出関税，あるいは ，

（６７４）
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輸出補助金は課せられていないものとしよう 。その改革は形式的に次のように

表現することができる 。

　　　仙＝一ら　ゴ：１，２，… 刎

　　　ｄら＝０　　　　　６＝ｍ＋１ ，　 …　 ，　 ７乙

そこで，７＝Ｏとして，この式を（３．１５）式に代入すれぼ ，

　　　伽／ｄｚ＝〃ｒ ｌｌ一〃
。１

Ｓｍ〃。／　　　　　　　　　　　（３
．１７）

となる。ここで ，

　　　以。…（Ｚ ｌｑ １， 乙。

ｑ。，…
Ｚ刎ｑ。）

であり ，Ｓ舳はＳ〃の最初の仰行仰列からなる行列である。Ｓ舳は負定符

号であるから（３．１７）より伽／ｄ２＞Ｏである。したが って，我 々は，次の命題

を得る 。

　命題３－３［Ｈａｔｔａ（１９７７）］

　小国において，輸出関税も輸出補助金もないとしよう 。この時，劣等財がな

いならば，すべての輸入関税の比例的引き下げは，その国の厚生を引き上げる 。

　３ ・５　関税と補助金の同時改革

　さらに，すべての関税や補助金を同時に改革するような政策を考えてみよう 。

いま ，次のような改革を考える 。

　　　ｄ乙／ｄｚ：７一乙

これは，すべての関税，および補助金の率を目漂値 ７に向けて比例的に近づ

げるような政策である 。この式を（３．１５）式に代入すると

　　　ｄ〃／ｄ２＝ ゆ１（１＋ ７）１■’｛一（７－ｚ）■ Ｑ．Ｓ〃Ｑ（７一な）吾

Ｓ〃はｐ以外のヘクトルに対して負定符号てあるから，我々は次の命題を得る 。

命題３－４［Ｆｕｋｕｓｈｍａ（１９７９）１

小国において，劣等財がないものと仮定しよう 。この時，全ての関稗及び補

（６７５）
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助金をある一定の目標値（ただし，一１より大きい値）に向けて比例的に近づ

ける政策はこの国の厚生水準を引き上げることになる 。

　目標値 ７をゼ剛こ設定すれば，この関税改革はすべての関税や補助金を比

例的に引き下げる政策になる。したがって，小国において劣等財がなげれば ，

すべての関税や補助金の比例的引き下げは経済厚生を引き上げる 。Ｄｉｘｉｔ

（１９７５）のモデルは従量税タイプの関税や補助金の厚生効果を分析しているとい

う点で異な っているが，すべての関税や補助金の比例的引き下げが厚生を上げ

ることを示している 。

　また，命題３－２，３－３，および３－４において，劣等財がないという仮定が設

けられている。これはｑｌＥ
。”（り１）の符号を確定するための仮定である 。ｑｌＥ〃

はａｇｇｒｅｇａｔｅ　ｍｃｏｍｅ　ｔｅｒｍｓ　ｅｖａ１ｕａｔｅｄ　ｂｙ　ｗｏｒ１ｄ　ｐｒ１ｃｅ（ＡＩＷ）と呼ば

れているが，初期にデ ィストーショソがなけれぱｑｌＥ仰＝ム＞Ｏであるので ，

初期の関税率や補助金率か十分に低けれはＡＩＷは正になるであろう 。また ，

Ｆｕｋｕｓｈｍａ（１９８１）は，均衝の安定性を仮定すればＡＩＷが正になることを証

明している。したがって，劣等財がないという仮定は，これらの条件と置き換

えることができる 。

　さらに，本節のモテルにおいては，関税や補助金以外のティストー：！ヨンか

ないということを暗黙のうちに仮定してきたが，Ｆａ１ｖｅｙ（１９８８）は仮に数量制

限が存在しても，数量制限のかかっている財と関税や補助金改革をする財がネ

ヅトの意味で代替的であれは，Ｈａｔｔａ（１９７７）やＦｕｋｕｓｈｍａ（１９７９）の得た命

題がすべて成り立つことを示している。もともとＨａｔｔａ（１９７７）や

Ｆｕｋｕｓｈｍａ（１９７９）の七デルは非貿易財を含むものであるか，非貿易財はその

財の輸出 ・輸入をゼ剛こ制限されているような財と見なすことができるので ，

関税や補助金の改革を考察する際には非貿易財は数量制限のかかっている財と

同一に扱うことができるのである 。

（６７６）
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　４　複数国間での関税改革

　４ ・１　モデル

　前節では一国の関税や補助金改革がその国の厚生に如何なる影響を与えるか

を検討した。本節では，一国あるいは複数国間での関税や補助金の改革が，世

界全体の潜在的な厚生水準に如何なる影響を与えるのか考察してみよう 。

　いま ，２財 ・れ 国からなるような世界を想定しよう 。財は第１財と第２財か

ら成り ，下付きの添字で表すものとする。第６国の超過支出関数を次のように

定義しよう 。

　　　Ｓｉ（が，が）＝Ｅ ‘（が，が）一Ｇ ‘（〆）

ここで，Ｅ
‘，
Ｇ‘
はそれぞれ，第６国の支出関数，ＧＮＰ関数であり ，〆，が

は， 第ゴ国における国内価格ベクトル，厚生水準である。な３を第ゴ国におけ

る第ブ財に対する関税あるいは補助金とすると ，

　　　〆 ＝（（１＋Ｚ１）ｑ１，（１＋乙隻）ｑ
２）■

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４ ．１）

という関係が成り立つ 。

　さて，世界市場の需給の均衡条件は

　　　〃　　　　Ｓ３（〆，〃‘）：Ｏ　ブ＝１，２　　　　　　　　　　　（４
．２）

　　　‘：１

と表わすことが出来る 。

　ここでは，すへての国の間で ，一括移転（１ｕｍｐ－ｓｕｍ　ｔｒａｎｓｆｅｒ）が可能て

あると仮定する。そして，その一括移転により ，第２国から第 〃国までの効

用水準を一定に保つものとしよう 。いま ，第１財で表した第６国に対する一括

移転を 一Ｌｊとすれば，第ゴ国の予算制約式は ，

　　　Ｅ ‘（〆，〃‘）＝ ぴ（〆）十（ポ）■ＱＳち十ｑｌＬご　　６＝１ ，… 〃　　　　　　（４ ．３）

となる。ここで，ポ…（乙１，
Ｚ１）１ Ｓ二…（Ｓ１， Ｓ１）１

そして，Ｑは世界価格を対角

要素とする対角ベクトルである。ただし ，

　　　几Ｌ』Ｏ　　　　　　　　　　　　　　　　（４
．４）

　　　‘＝１

（６７７）
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である 。

　（４．２），（４ ．３）， および（４．４）には（〃十３）個の方程式があるが，その内の一つは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
独立ではないので，（れ十２）個の独立な方程式がある。また，第１財の世界価格

をニューメレールとし，ｑを第２財の相対世界価格とすれぱ，この方程式体系

には〃１ ｑ， 一ひ（ゴ＝１
，… 〃）という（冗十２）個の内生変数が含まれる。ところ

が， 似１

の変化に注目するときには，（４．２）だけで足りることがわかる。つまり ，

Ｓの同次性に注意しながら ，（４．１）を（４．２）に代入すると ，

　　　”　　　　８３（１＋乙１，（１＋乙１）ｑ，〃‘）＝Ｏ　ブ＝１，２　　　　　　（４
．５）

　　　ユ＝１

となる。したがって ，（４．５）式は２つの内生変数ｑと〃１ を含む方程式体系とな

り， 〃１
はＺ ‘（６＝１，… 〃）の関数として解くことができる 。

　４ ・２関税改革と世界の潜在的厚生の変化

　第３節と同じように関税改革の段階を２で表し，段階 ２での第ゴ国におけ

る第ブ財に対する関税あるいは補助金の率を乙３（ｚ）で表すことにしよう 。つま

り，

　　　Ｚ３＝Ｚ３（ｚ）　之＝１，２
，…

〃；プ＝１，２

である。この式を（４．５）式に代入すれぱ，ｑと〃１はｚの関数として解くことが

出来る。その解関数を次のように表す 。

　　　ｑ＝ｑ（ｚ）

　　　 〃１＝〃
１（Ｚ）

　さて，これらの式を（４．３）式に代入しｚについて微分すれぽ次のようになる 。

　　　　　　〃ｌｌｌ；：１：：：１：：；［二１二

　　　　　　‘：１

　　　　　　　　　　　　　　　７一　　　　　　　　　　　　　　　　れ
　　　　　　　　　　　　　　一 　Ｓ１。（砒１／ｄｚ）一 　Ｓ１．ｑ（砒１／ｄ２）
　　　　　　　　　　　　　　　‘＝１　　　　　　　　　　　　　ト１
　　　　　　　　　　　　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４

．６）

　　　　　　　　　　　　　　　刎　　　　　　　　　　　　　　　　　冗
　　　　　　　　　　　　　　一 　Ｓ１。（砒１／ｄ２）一 　Ｓ１．ｑ（〃１／ｄｚ）
　　　　　　　　　　　　　　　‘＝１　　　　　　　　　　　　　‘＝１

　　　　　　　　　　　　　　　　（６７８）
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さらに，Ｓ‘の同次性から次の関係が成り立つ 。

　　　（１＋な１）Ｓ１１ ＋（１＋な隻）ｑＳ１２＝Ｏ

　　　（１＋Ｚ１）Ｓ隻１＋（１＋Ｚ隻）ｑＳ隻２＝Ｏ

従つ て，

　　　８１。＝Ｓ１１＝一♂ｑＳ１，

　　　８１１＝一♂ｑＳ１。＝（♂ｑ）２ Ｓ１。

を得る。ここで，♂＝（１＋な隻）／（１＋な１）である。これらの式を（４．６）に代入し，整

理すると ，（４．６）は次のように書き換えることができる 。

ｌｌｌ一雪１∴；二１篶

　　　　　　　‘＝１

　　　　　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　　ｑ２　♂Ｓ隻２１一♂（ｄＺ１／ｄｚ）十（ｄな隻／ｄｚ）１

　　　　　　　　　　　　　　　‘＝１
　　　　　　　　　　　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　（４

．７）

　　　　　　　　　　　　　　　ｑ　Ｓ１．ｌｏ‘（〃１／ｄｚ）一（伽１／ｄｚ）１

　　　　　　　　　　　　　　　　‘＝１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
そこで，（４．７）を伽’／ｄｚについて解けば，次のようになる 。

　　　ｄ〃１／ｄｚ：一Ｄ； １ｑ２　　Ｓ婁２ Ｓ｛２（♂一〆）（１＋Ｚ妻）１♂（ｄＺ１／ｄｚ）一（ｄＺ婁／ｄｚ）１

　　　　　　　　　　　‘＝１ｊ＝１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４
．８）

ここで ，

　　　　　　　冗　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　冗

　　　〃２：ＥｌＪ　（１＋Ｚ姜）Ｓ隻２１＋Ｅ呈Ｊｑ　（１＋な婁）♂Ｓ隻２１
　　　　　　　ｊ＝１　　　　　　　　　　　　　　　　‘＝１

である 。（４８）式は，輸入関税およぴ輸出補助金の改革か世界の潜在的厚生に

与える効果を表わす基本方程式である。明らかに，劣等財がなければ

　　　ｊＤ２＜Ｏ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４
．９）

である 。

　以上の準備のもとに，いくつかの国際的な関税改革の厚生効果について考察

してみよう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６７９）



　２９６　　　　　　　　　　立命館経済学（第３７巻 ・第４ ・５号）

　４ ・３　最高関税率の引き下げ

　まず，国際的に最も高い輸入関税の引き下げについて考える。どの国におい

ても ，輸入関税だけが課せられており ，輸出に対する補助金や関税は課せられ

ていないものとする。いま ，　般性を失うことなく ，第１国恒おける第１財に

対する輸入関税が最も高いとしよう 。つまり ，

　　　乙１＞Ｚ３　之＝２，３
，…

冗；プ＝１，２　　　　　　　（４
．１０）

が成立していると仮定する。この時，最高関税率の引き下げは次のように表す

ことが出来る 。

　　　ｄ－／ｄｚ＝一１

　　　〃３／ｄｚ＝０　６＝２，３，…
れ；ブ＝１，２

（４

．８）式に代入すると次のようになる 。

　　　　　　　　　　　　　〃　　　ｄ〃１／ｄｚ＝〃１ １ｑ
２．Ｓ；２０１　１Ｓ６２（ｏ１ 〆）（１＋ご妻）　　　　　　　　　　（４ ．１１）

　　　　　　　　　　　　ゴ＝１

ところで，第１国では第１財が輸入されており ，第２財に対しては関税や補助

金はかかっていないので砧＝Ｏである。このことに注意すれば ，

　　　
ｏ１ ｏゴ＝１／（１＋州一（１＋乙妻）／（１＋Ｚ｛）

　　　　　　＝１（Ｚ｛一 閉一（１＋舳妻レ（１＋カ１）（１＋閉＜Ｏ　　　　　（４ ．１２）

が成立する。ここで，最後の不等号は（４．１０）から導かれる。従 って ，（４
．９），

（４１１），およぴ（４１２）から伽１／ｄｚ＞Ｏを得る。以上の議論をまとめれは，次の

命題を得る 。

　命題４－１［Ｈａｔｔａ　ａｎｄ　Ｆｕｋｕｓｈｉｍａ（１９７９）］

　二つの商品が多数国の間で取り引きされており ，すべての国において輸出関

税や輸出補助金はないものとしよう 。この時，すべての国において両財とも劣

等財でなけれは，国際的に最も高い輸入関税の引き下げは，世界の潜在的厚生

水準を引き上げる 。

ここで，「世界の潜在的厚生水準を引き上げる」というのは，適当な所得の

　　　　　　　　　　　　　　　（６８０）
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再分配によっ て全ての国の厚生水準を上昇させることが可能であると言う意味

である。つまり ，最高関税率の引き下げの後で，利益を得た国と損をした国の

間で国際的な所得の移転を行えぼ，全ての国の厚生は上昇するのである 。

Ｖａｎｅｋ（１９６４）は，三国モデルにおいてこの命題が有効であることを図で示し

ている 。

　４ ・４　輸入関税の比例的引き下げ

　次に，一国だけの関税引き下げではなく ，すべての国で関税を比例的に引き

下げる政策の厚生効果について検討してみよう 。まず，初期に各国の関税率は

次のようにな っていたとしよう 。

　　　一≧乙１≧： ・・
≧乙手一１＞片＝…：Ｚ？＝Ｏ　　　　　　　　（４

．１３）

　　　Ｏ＝砧＝…＝む麦一’ ＜砧≦Ｚ麦十’ ≦… ≦猪　　　　　　　　　（４
．１４）

つまり ，第１国から第（ん一１）国までは，第１財を輸入し，第２財を輸出して

いる。そして，数字のイノデックスの小さい国ほど関税率は高い。一方，第ん

国から第 れ国までは，第１財を輸出し，第２財を輸入している。そして ，イ

ソデクスの大きい国ほど関税率が高い。輸出に対してはどの国も関税や補助金

を課していない 。

　さて，すへての国の比例的関税引き下げは次のように表わすことか出来る 。

　　　〃３／ｄｚ＝一む　之：１，２，…
〃；プ＝１，２

そこで，この式を（４．８）式に代入し ，

　　　な１一♂Ｚ１＝♂一１

　　　 ｏ‘（１＋む｛）一〇ｊ（１＋な隻）：♂ｏゴ（片一乙１）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
に注意しながら整理して行くと ，次の結果を得る 。

　　　　　　　　　　　〃　　〃
　　　〃／ｄｚ＝一 班’ｑ辺　Ｓ１２ Ｓ６。（・Ｌｏ５）（Ｚ１一♂舳１＋なき）

　　　　　　　　　　　ｊ＝１ｊ：１

　　　　　　＝■Ｄ； ｌｑ２　　Ｓ隻２ Ｓ６２（♂■〆）１（♂一１）（１＋Ｚ≦）一（ｏゴ １）（１＋カ隻）１

　　　　　　　　　　　ゴ＝ｌｊ＜‘

　　　　　　　　　　　〃　　〃
　　　　　　：一〃； ｌｑ ２　）コＳ；２ Ｓ６２（♂一〇５）１（Ｚ婁一乙６）十♂ｏｊ（汽一Ｚ１）１　　（４

．１５）

　　　　　　　　　　　ｊ：１ゴ〈‘

　　　　　　　　　　　　　　　　（６８１）
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ところで，（４．１３）および（４．１４）より 、ブ〈之となるゴ，ブについて

　　　片≧な１

　　　亮≦砧

　　　
四ｊ≦♂

が成立し，少なくとも一つの６，〃こ対して厳密な不等号が成立する。したが

って ，（４．９）と（４．１５）から次の命題を得る 。

命題４－２［Ｈａｔｔａ　ａｎｄ　Ｆｕｋｕｓｈｍａ（１９７９）１

　二つの商品が多数国の間で取り引きされており ，すべての国において輸出関

税や輸出補助金はないものとしよう 。この時，すべての国において両財とも劣

等財でなければ，すべての国が輸入関税を比例的に引き下げることは世界の潜

在的厚生水準を引き上げることになる 。

　４ ・５輸入関税と輸出補助金の同時改革

　さて，以上の分析では輸入関税のみの分析が行なわれているが，商品によっ

ては，輸出国において補助金がつけられており ，輸入国においては輸入関税が

かけられているものがある。従って，ある商品についての輸入関税および輸出

補助金の同時改革も考察する意味があると考えられる。そこで，第１財に対す

る輸入関税と輸出補助金の改革を考えよう 。第２財にはどの国も関税や補助金

を課していないとしよう 。つまり ，

　　　な１：Ｏ　ゴ＝１，２
，… れ　　　　　　　　　　（４

．１６）

であるとしよう 。第１財に対する輸入関税，および輸出補助金の率を一定の値

に比例的に近づけるような改革は次のように表現することができる 。

　　　州／ｄｚ＝ ｒＺ１　ゴ＝１，２，… 仰　　　　　　　　（４
．１７）

ここで，７ は任意の定数とする。もし ，７ をＯとすれば，それは比例的引き下

げを意味することになる。いま ，（４．１６）が成立しているときに ，

　　　♂片一♂ｚ１：♂ｏゴ（片一な１）：♂一～

（６８２）
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が成立することに注意しながら ，（４．１７）を（４．８）に代入して整理していくと次の

ようになる 。

　　　　　　　　　　　冗　　〃　　　〃／ｄｚ＝一〃三’ｑ辺　Ｓｌ． Ｓ老。（・Ｌ・
Ｊ）・一（ｒな１）

　　　　　　　　　　　‘＝１５：１

　　　　　　　　　　　〃　　〃　　　　　　＝一１）；１ｑ辺　Ｓ１２ Ｓｌ、（・Ｌ・ＪＭ・一な１）一・Ｊ（・一 州
　　　　　　　　　　　‘＝１ｊ＜‘

　　　　　　　　　　　〃　　〃　　　　　　　：一Ｄ；１ｑ辺　Ｓ１， Ｓ１、（・Ｌ・５）２（１＋・）　　　　　（４
．１８）

　　　　　　　　　　　‘：１ｊ〈‘

したが って ，（４．９）と（４．１８）から次の命題を得る 。

　命題４－３

　二つの商品が多数国の間で取り引きされているとしよう 。また，どちらか一

方の財の輸出入に対しては，すべての国において関税も補助金もないとしよう 。

この時，すべての国において両財とも劣等財でなげれば，すべての国がある財

に対する関税および輸出補助金の率をある一定の水準（ただし，一１よりも大き

い値）に向けて比例的に近つける政策は世界の潜在的厚生を引き上げることに

なる 。

　この命題は，例えば，ある産業の生産物を輸入している国と輸出している国

があり ，それぞれ，輸入関税や輸出補助金でその産業を保護している場合に ，

お互いに関税率や補助金率を現存の高さに比例して引き下げれば世界の潜在的

な厚生が上がるということを意味している。ただし，このような政策は潜在的

な経済厚生を引き上げるだげであり ，すべての国において実際に厚生が上昇す

るというものではない。すべての国の厚生を引き上げるためには得をした国と

損をした国との間での所得の再分配が必要であることに注意しなければならな

い。

５． おわりに

本稿では，望ましい関税や補助金改革の在り方についての基本命題を整理す
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るとともに，命題４－３において新しい命題を導いた。すへての命題において共

通している点は，効率性の観点からみれぱ，デ ィストーシヨンが存在している

ときに，なるべく大きい歪みをもたらしているデ ィストーシヨンからなくして

いくべきであるということである 。

　もちろん，我々の分析に限界がないわけではない。第一に，我々は完全競争

・完全雇用が成立しているような経済を想定して分析を進めている。不完全競

争や不完全雇用が存在する場合には，関税や補助金以外のティストー！ヨンが

存在していることを意味するので，さらに分析は複雑になろう 。しかしながら ，

その場合でも広い意味で大きなデ ィストーションもなくしていくことで経済厚

生を高めることができると予想される 。

　第二に，関税収入は消費者に一括して返されるという暗黙の仮定が置かれて

いる。このことは，支出面でのデ ィストーションを無視することと同じである 。

小国において関税収入が公共財の生産に用いられるようなモデルにおける関税

改革の厚生効果については，すでに，Ａｂｅ（１９８８）において分析が行なわれて

し・ る。

　第二に，我々は潜在的な厚生水準の変化を分析の対象としている。つまり ，

個々 人の間や国の間で一括移転を認めて分析を行な っている。関税や補助金の

改革だけを行なったときに実際に個人や国の間で如何なる経済厚生の変化が生

じるかを分析するためには，この前提を取り除く必要がある。一括の移転を認

めないような フレームワークでの分析は非常に複雑であり ，有益な結論も導き

にくいように思える 。

　いずれにしても ，これらの分析は今後の課題としたい 。

　ホ）　このテーマに関していつも御指導を頂いている大阪大学 ・八田達夫教授に感謝し

　　　たい。また，第４節に関しては帝塚山大学 ・岡村誠講師との議論が大変有益であ

　　　 った。もちろん，ありうべき過誤は筆者によるものである 。

　　 ２）　より詳しい解説や性質の証明に関しては，Ｗｏｏｄ１ａｎｄ（１９８２）の第３４章を参

　　　照せよ 。

　　 ２）Ｈａｔｔａ（１９７７）やＦｕｋｕｓｈｍａ（１９７９）においては，非貿易財を含むモデルで分

　　　析がなされている。その場合には，関税改革を行なう貿場財と非貿場財がネ ット

（６８４）



　　　　　　　　　　　　　関税改革と厚生（阿部）　　　　　　　　　　　　３０１

　　の意味で代替的であるという条件を付け加えることで厚生水準の上昇を証明する

　　ことができる 。

　３）　（４．３）と（４．４）より

　　　乃ＳＬ（ポ）１ＱＳトｑ、　■＝Ｏ

となる 。Ｓ‘＝（〆）１Ｓ乞が成立することに注意すれぽ，上式は ，

　　　州〆）１ （〆）１ＱｌＳ三＝ｑ１　Ｓ二＝Ｏ

と変形できる。したが って ，（４．２）のうち一方が満たされれぼ，他方も必ず満たされ

　　ることになる 。

４）ｄＴ‘／ｄ２…♂（〃１／ｄｚ）十（砒１／伽）とおけば，クラメールの公式より ，

　　　ｄ〃１／ｄ２＝ ル１　　　 ・　　　　　　　　　　 冗
　　　　　　　　　 一ｐ２　♂Ｓ ２２ｄＰ／ｄ２ 　－ｐ　（１＋Ｚ隻）♂Ｓ皇、

　　　　　　　　　　　Ｐ　Ｓ姜２ｄＴ ‘／ｄｚ 　　　　（１＋之妻）Ｓ隻２

　　　　　　 ＝一１）カ２囚♂～〃”ｚ日１＋さ｛）
．Ｓ｛

。

　　　　　　　　　　　‘＝１　　　　　　　　　　　ｊ＝１

　　　　　　　 一　Ｓ胴〃伽日１＋乙｛）・ゴ Ｓま
、１

　　　　　　 ＝一Ｄ三 １ｐ２）］　Ｓ隻２ Ｓ｛２（♂一～）（１＋こ室）（ｄＴ ‘／ｄｚ）

　　　　　　となる 。

５）　ここでは，任意のスカラー ～に対して，もし ，ん戸Ｏ（オ＝１，… 肌）ならぼ ，

　　　）］）］んユ、＝）コ　（ん
。、
十ん

、ユ）

となる性質を利用している 。Ｈａｔｔａ　ａｎｄ　Ｆｕｋｕｓｈｍａ（１９７９）を参昭せよ 。
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